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以下の資料は、大分県公共工事入札管理室ＨＰにて確認することができます。

・ 総合評価落札方式（試行）ガイドライン

・ 評価基準表（標準例）

・ 関係様式（標準例）等

［URL]

https://www.pref.oita.jp/soshiki/17050/sougouhyouka-no-sikonituite.html

参考となる資料



■総合評価落札方式とは

・入札において、価格（安さ）だけではなく、企業の能力（「企業の技術力」や「地域・社会貢献
度」）も評価し、落札者を決定する方式のこと。

■背景

・全国的な建設投資の大幅な減少により、低価格での入札が多発
⇒総合評価の早期導入と拡大が求められるようになった。

平成１７年：「公共工事の品質確保の促進に関する法律（品確法）」の施行
平成１８年：「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針」の改正

全国知事会「都道府県の公共調達に関する指針」の緊急報告・承認

大分県でも、平成１８年度から制度を導入

１．総合評価落札方式の概要について

総合評価落札方式（試行）ガイドライン【発注者用】：目次１



総合評価落札方式（試行）ガイドライン【発注者用】：目次２

■対象工事

予 定 価 格：５千万円以上 ※建築一式工事は１億円以上
契約締結方式：一般競争入札（要件設定型含む）

２．対象工事について



■評価タイプ区分

（１）施工実績等評価タイプ［実績タイプ］
■対象工事

○予定価格：５千万円以上２億円未満 ※建築一式工事は１億円以上２億円未満
○内 容：施工規模が比較的小さく、簡易な工事で、企業や配置予定技術者の施工実績が優れ、地域に精通した企業を評価する。

［評価項目］
企業の施工実績、配置予定技術者の能力、地域・社会貢献度

（２）施工計画等評価タイプ［計画タイプ］
■対象工事
○予定価格：２億円以上
○内 容：施工規模が大きく、施工難易度も高い工事で、技術力を重視し、より施工能力の高い企業を評価するタイプ

［評価項目］
施工計画（技術提案）、企業の施工実績、配置予定技術者の能力、地域・社会貢献度
※予定価格が大きくなると技術評価点に対する施工計画の配点が大きくなる（より技術力が求められる）

［施工計画（技術提案）課題の例］
工事目的物の品質確保：コンクリートの品質確保対策、溶接の品質確保対策
工事施工時の品質確保：周辺環境対策（騒音・振動）、歩行者等の安全対策

※評価タイプ区分は、「評価タイプ変更」（「工事担当編」参照）や「災害に伴う特例措置」（「工事経理編」参照）により変更は可能

総合評価落札方式（試行）ガイドライン【発注者用】：目次３～４

３．評価タイプ区分について



■落札者決定の方法

・入札参加者のうち、評価値の最も高い者を落札者とする。

○各値の算出方法

（１）評 価 値 ＝ 技術評価点 ／ 入札価格 ×（定数 1,000,000）
※評価値は少数第５位まで（第６位を四捨五入）

（２）技術評価点 ＝ 標準点（１００点） ＋ 加算点（０～５０点） ＋ 施工体制評価点（０～１５点）
※評価値は少数第５位まで（第６位を四捨五入）

（３）加 算 点 ＝ （入札参加者の各評価項目の合計点／最高評価点）× ［１０点～５０点］

（４）施工体制評価点の算出方法
①入札価格が低入札価格調査基準価格以上の入札参加者：15点
②入札価格が低入札価格調査基準価格未満の入札参加者：０点

総合評価落札方式（試行）ガイドライン【発注者用】：目次１

４．落札者決定の方法について



５．評価項目について

■評価項目について

・予定価格と工事種別により評価項目を決定する。

・評価項目は右表のように、「企業の技術力」
（「施工計画」「企業の施工実績」「技術者の能力」）を求
める項目や「地域・社会貢献度」（「地理的条

件」、「県内企業の活用」など）の項目がある。

総合評価落札方式（試行）ガイドライン【発注者用】：目次７



■評価項目（企業の施工実績）

○ 同種工事の施工実績

【評価基準等】
・対象期間：過去１０年間の同種工事（○○工事※1）の施工実績

※１ 2１ページ参照

・対象金額：請負代金額２千５百万円※２以上の同種工事の施工実績
※２ 「解体工事」は、請負代金額１千万円以上（民間工事は２千５百万円以上）

・対象区分：国又は県発注工事と国・県以外の公共工事を区分
※ 建築系工事の場合、「公立大学法人（芸短大、看護大）」の発注工事は大分県発注工事と同等に取り扱う。

ただし、「公立大学法人（看護大）」は平成３０年４月１日以降に履行したものを対象とする。
※ 「解体工事」に限り、民間工事も評価対象とする

【適用工事】
・土木工事及び建築系工事の全ての工種

【証明書類】
・CORINSデータの写し等必要事項が確認できるもの。

［注意点］
① 同種工事の施工実績が競争入札参加資格となる案件で内容が確認できない場合は入札無効とする。
② 評価対象となる同種工事、発注機関は入札公告で確認すること。
③ 評価対象となる同種工事に不明な点があれば、発注機関に対し、具体的に確認すること。
④ 同種工事であること等が提出資料で確認できない場合は評価しない。
⑤ 評価対象の確認事項は以下のとおり。

対象期間、発注機関、請負金額、発注業種、同種工事区分（工事概要）、出資比率（ＪＶで施工した工事の場合）
⑥ CORINSデータの写しはJACIC（日本建設情報総合センター）の証明印があるものとする。

［不備事例等］
・ CORINSデータをWebから出力したものを提出し、証明印がない。
・ 業種が発注業種と異なる。
・ 技術資料提出期限までに履行していない工事を記載している。

総合評価落札方式（試行）ガイドライン【発注者用】：目次６

５．評価項目について



■評価項目（企業の施工実績）

○ 工事成績評定点
【評価基準等】

・対象期間：過去４年間※の同業種工事の工事成績評定点の平均点
※ 建築系工事は過去５年間を対象とする。

・対象金額：最終設計金額５百万円以上の同業種工事の工事成績評定点
※ 土木一式工事は請負代金額３千５百万円以上

・対象区分：大分県土木建築部発注工事
※ 「橋梁上部新設工事」は農林水産部発注工事も対象とする。
※ 建築系工事の場合、「教育庁（教育財務課）」「公立大学法人（芸短大、看護大）」の発注工事は

土木建築部発注工事と同等に取り扱う。

【適用工事】
・土木工事及び建築系工事の全ての工種

※ ただし、「施工実績重視型（旧 技術提案重視型）」には適用しない。

【証明書類】不要

［注意点］
① 評価対象の発注機関、業種等を入札公告で確認すること（ＪＶも含む）。
② 工事成績評定点は、事前に発注機関で確認できる。
③ 合併等をしている場合は、対象となる消滅会社等の評定点を含めて記載すること。
④ 記載もれ、誤記により配点区分が変わるので注意すること（公告に記載）。

例１ 評定点の記載がない場合、評価点０点とする。
例２ 成績が低い工事の記載もれ等により本来より高い評価点を記載している場合、評価点０点とする。
例３ 成績が高い工事の記載もれ等により本来より低い評価点を記載している場合、記載した評価点とする。

⑤ 災害復旧事業の応急工事と発注者から評価対象外と通知された工事は評価対象外とする（公告に記載）。
※ H28.3.1公入管第511号・工検第734号：「総合評価落札方式において評価対象外とする工事成績評定点について」参照

［不備事例等］
 対象期間外の成績を含めて記載している。
 業種が発注業種と異なる。
 合併した会社で消滅会社の評定点が記載されていない。
 評価対象の評定点が記載漏れしている。
 対象外の発注機関の評定点を記載している。

総合評価落札方式（試行）ガイドライン【発注者用】：目次６

５．評価項目について



■評価項目（企業の施工実績）

○ 優良工事表彰履歴

【評価基準等】
・対象期間：前年度の優良工事表彰履歴

※ 評価対象は、発注業種区分に限る。
なお、「一般土木工事」と

「とび・土工・コンクリート工事」は対象工種を限定

・対象金額：全ての優良工事表彰履歴
・対象区分：木建築部長表彰、工事検査室長表彰及び

土木事務所長表彰を区分

【適用工事】
・「施工計画等評価タイプ」を適用する全ての工種

※ 「施工実績重視型（旧 技術提案重視型）」には適用しない。

【証明書類】
・不要

［注意点］

・表彰を受けた工事が発注業種（工種区分）と異なる場合は評価対象外となる。
※ 受賞した工事は、大分県ＨＰで確認できる。

http://www.pref.oita.jp/soshiki/17050/sougouhyouka-no-sikonituite.html

総合評価落札方式（試行）ガイドライン【発注者用】：目次６

（参考）公表されている優良建設業者受賞状況一覧表

５．評価項目について



■評価項目（企業の施工実績）

○ ワーク・ライフ・バランス関連の認定・表彰等

【評価基準等・証明書類】
・厚生労働省の認定等
・大分県の表彰等

※ 下表を参照

【適用工事】
・土木工事及び建築系工事の全ての工種

［注意点］
・「一般事業主行動計画」の策定・届出は、「一般事業主行動計画の計画期間」に開札予定日を含む。
・「女性活躍推進宣言」は、令和８年度から評価対象外としている。

総合評価落札方式（試行）ガイドライン【発注者用】：目次６

【証明書類イメージ】

①ユースエール認定通知書 ②えるぼし認定通知書 ⑥「一般事業主行動計画」計画書

③くるみん認定通知書

５．評価項目について



■評価項目（企業の施工実績）

○ 指名停止措置

【評価基準等】
・対象措置：大分県指名停止等措置要領別表第１～別表第４に該当するもの

※ 減点対象となる会社と期間は、大分県ＨＰで確認できる。
http://www.pref.oita.jp/soshiki/17050/sougouhyouka-no-sikonituite.html

・対象期間：減点対象期間は、指名停止期間にそれと同等の期間を加えた期間
・対象区分：開札予定日が減点対象期間に含まれる場合

【適用工事】
・土木工事及び建築系工事の全ての工種

【証明書類】不要

［注意点］
・大分県指名停止等措置要領に該当する全ての指名停止が対象となる。
・指名停止期間ではなく、減点対象期間により判断する。

例 指名停止措置３箇月の場合は、減点対象期間は６箇月（指名停止期間を含む）となる。

［不備事例等］
・「該当なし」の場合にチェックボックス□にチェックが無い。

総合評価落札方式（試行）ガイドライン【発注者用】：目次６

５．評価項目について



■評価項目（企業の施工実績）

○ 契約後ＶＥ提案採用［選択］

【評価基準等】
・対象期間：過去２年間の契約後ＶＥ提案採用の実績
・対象区分：土木建築部発注工事の提案採用に限る

※ 評価対象は、評価対象は、発注業種区分に限る。
なお、「一般土木工事」と「とび・土工・コンクリート工事」は対象工種を限定。
（企業の施工実績「優良工事表彰履歴」を参照）

※ 選択する場合は、配置予定技術者の能力「同種工事の施工経験」から配点を減ずる。

【適用工事】
・「施工計画等評価タイプ」を適用する全ての土木工事及び建築系工事で評価項目の有無を選択

【証明書類】不要

［注意点］
・「おおいた木の良さを生かした建築賞」を評価項目に選択する場合、本項目は選択できない。
・提案を採択された工事が発注業種（工種区分）と異なる場合は評価対象とならない。

○ おおいた木の良さを生かした建築賞［選択］

【評価基準等】
・対象区分：建築一式工事のみに適用

※ 選択する場合は、配置予定技術者の能力「同種工事の施工経験」
から配点を減ずる。

【適用工事】
・建築一式工事で評価項目で評価項目の有無を選択

【証明書類】不要

［注意点］
・「契約後VE提案採用」を評価項目に選択する場合、本項目は選択できない。
・各部門の最優秀賞・優秀賞・入選ともに評価対象とする。

総合評価落札方式（試行）ガイドライン【発注者用】：目次６

５．評価項目について



■評価項目（配置予定技術者の能力）

○ 同種工事の施工経験
【評価基準等】

・対象期間：過去１０年間の同種工事（○○工事※1）の施工経験
※１ 2１ページ参照

・対象金額：請負代金額２千５百万円※２以上の同種工事の施工実績
※２ 「解体工事」は、請負代金額１千万円以上

・対象区分：国又は県発注工事と国・県以外の公共工事を区分
※ 建築系工事の場合、「公立大学法人（芸短大、看護大）」の発注工事は大分県発注工事と同等に取り扱う。

ただし、「公立大学法人（看護大）」は平成３０年４月１日以降に履行したものを対象とする。

【適用工事】
・土木工事及び建築系工事の全ての工種

【証明書類】
・CORINSデータの写し等必要事項が確認できるもの。

［注意点］
① 同種工事の施工経験が競争入札参加資格となる案件で内容が確認できない場合は入札無効とする。
② 主任（監理・特例監理）技術者、建設業法第二十六条第三項ただし書の規定（専任特例）の適用を受ける主任（監理）技術者又は監理技術者補佐として

従事した工事を対象とする。現場代理人としての施工経験は配置された時点で監理技術者になり得る発注業種に応じた資格を有していた場合のみ対象と
する。

③ 特殊工事の配置技術者の追加配置により従事した工事は、CORINSデータの写しに加え、現場代理人等通知書の写し等の主任技術者であったことが証明
できる資料を提出する。

④ 評価対象となる同種工事、発注機関は入札公告で確認すること。
⑤ 評価対象となる同種工事に不明な点があれば、発注機関に対し、具体的に確認すること。
⑥ 同種工事であること等が提出資料で確認できない場合は評価しない。
⑦ 評価対象の確認事項は以下のとおり。

対象期間、発注機関、請負金額、発注業種、同種工事区分（工事概要）、従事技術者名、従事区分、従事期間、出資比率（ＪＶで施工した工事の場合）

⑧ CORINSデータの写しはJACIC（日本建設情報総合センター）の証明印があるものとする。
⑨ 従事した工事の途中で技術者の変更があった場合は、全体工期の１／２又は６ヶ月以上従事していれば評価する。

CORINSデータの写しに加え、契約時の工程表などで証明できる資料を提出する。
⑩ 従事した工事が工場製作の過程を含む工事の場合は、現場施工に係るすべての期間で従事している場合に限り評価する。

CORINSデータに加え、契約時の工程表などで証明できる資料を提出する。

［不備事例等］
・ CORINSデータをWebから出力したものを提出し、証明印がない。
・ 業種が発注業種と異なる。
 技術資料提出期限までに履行していない工事を記載している。
 配置予定技術者の氏名と証明資料の氏名が一致しない
 工場製作の過程を含む工事で従事した期間が確認できない。

総合評価落札方式（試行）ガイドライン【発注者用】：目次６

５．評価項目について



■評価項目（配置予定技術者の能力）

○ 主任（監理）技術者の保有する資格

【評価基準等】
・対象資格

① 土木工事：1級・2級（土木）施工管理技士等
② 解体工事：1級・2級（建築・土木）施工管理技士
③ 設備工事：1級・2級（管・電気・電気通信）施工管理技士

【適用工事】
① 土木工事

・配置予定技術者の1級土木施工管理技士の資格保有を競争参加資格としている評価タイプ又は工種は、評価項目としない。
※1級土木施工管理技士等とは1級建設機械施工技士、技術士（対象部門）を含み、2級土木施工管理技士等とは2級建設機械施工技士を含む。

② 建築系工事
・ 配置予定技術者の1級建築施工管理技士等の資格保有を競争参加資格としている評価タイプ又は工種は、評価項目としない。

【証明書類】
・免許の写し等資格を確認できるもの。

［注意点］
① 提出資料で競争入札参加の資格が確認できない場合は入札無効とする。
② 提出資料で評価対象の資格が確認できない場合は評価点０点とする。
③ 評価対象となる資格は入札公告で確認すること。

［不備事例等］
 監理技術者講習修了証の終了年月日が5年以上前となっている。
 取得年月日等の記載が間違っている。
 実務経験が記載された資料を提出していない。

総合評価落札方式（試行）ガイドライン【発注者用】：目次６

５．評価項目について



■評価項目（配置予定技術者の能力）

○ 工事成績評定点［配置予定技術者］

【評価基準等】
・対象期間：過去４年間の同業種工事の工事成績評定点の最高点
・対象金額：請負代金額２千５百万円※以上の同種工事の施工実績

※ 「解体工事」は、請負代金額５百万円以上

・対象区分：大分県土木建築部発注工事
※ 「橋梁上部新設工事」は農林水産部発注工事も対象とする。
※ 建築系工事の場合、「教育庁（教育財務課）」「公立大学法人（芸短大、看護大）」の発注工事は

土木建築部発注工事と同等に取り扱う。

【適用工事】
・土木工事及び建築系工事の全ての工種

※ 「施工実績重視型（旧 技術提案重視型）」及び「技術者育成型（旧 企業実績重視型）」には適用しない。

【証明書類】
・CORINSデータの写し等必要事項が確認できるもの。

［注意点］
① 主任（監理・特例監理）技術者、建設業法第二十六条第三項ただし書の規定（専任特例）の適用を受ける主任（監理）技術者

又は監理技術者補佐として従事した工事を対象とする。現場代理人としての工事成績評定点は配置された時点で監理技術者に
なり得る発注業種に応じた資格を有していた場合のみ対象とする。

② 特殊工事の配置技術者の追加配置により従事した工事は、CORINSデータの写しに加え、現場代理人等通知書の写し等の主任
技術者であったことが証明できる資料を提出する。

③ 評価対象の確認事項は以下のとおり。
対象期間、発注機関、工事名、請負金額、発注業種、従事技術者名、従事区分、従事期間、出資比率（ＪＶで施工した工事の場合）
※ 工事成績評定点は記載された工事名、請負金額等により、発注者にて確認する。

④ 従事した工事の途中で技術者の変更があった場合は、全体工期の１／２又は６ヶ月以上従事していれば評価する。
CORINSデータの写しに加え、契約時の工程表などで証明できる資料を提出する。

⑤ 従事した工事が工場製作の過程を含む工事の場合は、現場施工に係るすべての期間で従事している場合に限り評価する。
CORINSデータに加え、契約時の工程表などで証明できる資料を提出する。

⑥ 災害復旧事業の応急工事と発注者から評価対象外と通知された工事は評価対象外とする（公告に記載）。
※ H28.3.1公入管第511号・工検第734号：「総合評価落札方式において評価対象外とする工事成績評定点について」参照

総合評価落札方式（試行）ガイドライン【発注者用】：目次６

５．評価項目について



■評価項目（配置予定技術者の能力）

○ 優良工事担当履歴

【評価基準等】
・対象期間：過去２年間の優良工事担当履歴

※ 当該年度は、１０月以降に公告する工事から対象とする。
※ 評価対象は、発注業種区分に限る。

なお、「一般土木工事」と
「とび・土工・コンクリート工事」は対象工種を限定
（企業の施工実績「優良工事表彰履歴」を参照）

・対象金額：全ての優良工事担当履歴
・対象区分：土木建築部長表彰と工事検査室長表彰及び土木事務所長表彰を区分

【適用工事】
・土木工事及び建築系工事の全ての工種

※ 「施工実績重視型（旧 技術提案重視型）」及び「技術者育成型（旧 企業実績重視型）」には適用しない。

【証明書類】
・CORINSデータの写し等必要事項が確認できるもの。

［注意点］
① 表彰工事が発注業種（工種区分）と異なる場合は評価対象外となる。
② 主任（監理・特例監理）技術者又は建設業法第二十六条第三項ただし書の規定（専任特例）の適用を受ける主任（監理）

技術者としての担当履歴を評価する。現場代理人としての担当履歴は対象外となる。
③ 過去の所属企業が受賞した工事での担当履歴も対象とする。
④ 表彰工事の途中で技術者の変更があった場合は、全体工期の１／２又は６ヶ月以上従事していれば評価する。

CORINSデータの写しに加え、契約時の工程表などで証明できる資料を提出する。
⑤ 表彰工事が工場製作の過程を含む工事の場合は、現場施工に係るすべての期間で従事している場合に限り評価する。

CORINSデータに加え、契約時の工程表などで証明できる資料を提出する。
※受賞した工事は、大分県ＨＰで確認できる。

http://www.pref.oita.jp/soshiki/17050/sougouhyouka-no-sikonituite.html

総合評価落札方式（試行）ガイドライン【発注者用】：目次６

５．評価項目について



■評価項目（配置予定技術者の能力）

○ ＣＰＤの取組状況

【評価基準等】
・対象期間：学習履歴証明書の証明日が技術資料提出期限の前日から起算して過去1年以内のものに限る。

※証明日から起算して過去1年間のユニット数が対象。

・対象ユニット数：建設系CPD協議会加盟団体（１９団体）が
定める１年間の推奨ユニット数以上である場合に評価。

【適用工事】
・土木工事及び建築系工事の全ての工種

【証明書類】
・学習履歴証明書（その他の資料は不可）

［注意点］
① 推奨ユニット数以上を受講したことが確認できる学習履歴証明書を提出する。
② 評価対象となるＣＰＤは入札公告及び評価基準表を確認すること。
③ 学習履歴証明書の取得には時間を要する。
④ 証明日が技術資料の提出期限日となっているものは「対象外」とする。

総合評価落札方式（試行）ガイドライン【発注者用】：目次６

５．評価項目について



■評価項目（配置予定技術者の能力）

○ 専門資格の保有

【評価基準等】
・対象の専門資格

評価対象としている専門資格とその適用工事は
以下のとおり。

【適用工事】
・土木工事のうち、評価対象の専門資格に該当する工事
● 舗装工事
● 地すべり工事
● コンクリート橋梁補修（下部）工事
● コンクリート橋梁補修（上部）工事
● PC橋梁上部新設工事
● 法面（表面浸食防止）工事

【証明書類】
・免許の写し等資格を確認できるもの。
・地すべり工事は免許の写し等と実務経験証明書を提出すること。

［不備事例等］
・実務経験証明書が経験時の所属企業のものではなく、現在の所属企業の証明となっている。

総合評価落札方式（試行）ガイドライン【発注者用】：目次６

５．評価項目について



■評価項目（配置予定技術者の能力）

○ 技能者（建設マスター・登録基幹技能者）の活用

【評価基準等】
・対象技能者：当該工種の作業に従事する建設マスター・登録基幹技能者

【適用工事】
・土木工事及び建築系工事の全ての工種

【証明書類】
・建設マスター ：顕彰状の写し
・登録基幹技能者：講習修了証の写し

［注意点］
① 元請、下請を問わずに評価対象とし、配置予定技術者も評価する。
② 工事に該当しない従事予定工種を記載している場合は評価しない。

従事予定工種に該当しない職種を記載している場合も評価しない。
③ 対象となる職種は工事の内容に該当するものとし、１工種１名の配置から評価する。

また、複数工種、複数名の活用計画に対し、１名以上の活用実績で履行を認める。
④ 技術資料様式５－２の従事期間は対象工種の概ねの期間とする。
⑤ 現場着手後に配置計画に記載した者を変更する場合は、建設マスター・登録基幹技能者のいずれも同じ職種に限り、変更を認める。
⑥ 履行できなかった場合は指名停止措置等を行う。
⑦ 履行確認は活用計画（技術資料様式５－２）に対する履行報告書を提出するものとし、現場立会時の確認、出勤簿、工事日誌及び

建退共証紙等により確認する。また、完成時に工事書類として提出する。
※履行報告書の様式は大分県ＨＰに掲載している。
 完成時の工事書類：https://www.pref.oita.jp/soshiki/17050/sougouhyouka-no-sikonituite.html
 履行報告書 ：https://www.pref.oita.jp/soshiki/18700/syoruikansoka.html

［不備事例等］
 従事予定工種に対して合致しない職種を記載している。
 登録基幹技能者講習修了証の有効期限が過ぎている。

総合評価落札方式（試行）ガイドライン【発注者用】：目次６

【証明書類イメージ】

・建設マスター ・登録基幹技能者

５．評価項目について



■評価項目（地域・社会貢献度）

○ 地理的条件（本店等の所在地）

【評価基準等】
・対象区分：主たる営業所（本店）の所在地を市町村、土木事務所管内、県内で区分して評価

※「PC橋梁上部新設工事」及び「鋼構造物工事」は、主たる営業所（本店）に加え、自社工場の所在地も評価対象とする。
※「橋梁上部新設工事」に限り、区分を県内と県外のみとする。

【適用工事】
・土木工事及び建築系工事の全ての工種

【証明書類】
・原則、添付資料不要（自社工場に関する証明資料は必要）

［注意点］
① 原則、発注者が直近の経営規模等評価結果通知書により確認する。
② 合併等により、入札参加資格の継承又は再認定を受けている場合は「経営規模等評価結果通知書の写し」を提出すること。
③ 通知後に住所の変更がある場合は、「建設業法第１１条の規定に基づく変更届出書」の写しを提出すること。
④ 「ＰＣ橋梁上部新設工事」及び「鋼構造物」は、自社工場も評価対象とする。自社工場を保有していること及び所在地が確認できる

資料（登記簿謄本、賃貸借契約書、自社パンフレット、ホームページ等）を提出すること。なお、「自社が保有する」とは、次のす
べてに該当するものに限る。
ア 製作工場（一定の区画）を単一の企業が運営していること。
イ 継続的に自社工場を有していること。（工事期間中のみの賃貸借契約などの場合は継続的に有していると認めない。）
ウ 企業自らが製品管理や作業全般の工程管理などに対して、実質的に関与 していること。

⑤ 自社工場の保有が競争入札参加資格となる案件で内容が確認できない場合は入札無効とする。

総合評価落札方式（試行）ガイドライン【発注者用】：目次６

５．評価項目について



■評価項目（地域・社会貢献度）

○ 防災活動等による貢献（防災協定の締結）

【評価基準等】
・対象協定

評価対象となる大分県管理の公共施設を対象とした防災協定は以下のいずれか。

① 大分県土木建築部と一般社団法人大分県建設業協会との協定に基づいた、○○土木
事務所と一般社団法人大分県建設業協会○○支部との協定

② 大分県農林水産部漁港漁村整備課長と全日本漁港建設協会大分県支部長との協定

・対象協定
「工事箇所を所管する土木事務所等との協定締結」と「大分県管理の公共施設
を対象とした協定締結」に区分して評価。

※ 「橋梁上部新設工事」、「その他特殊工事」、「建築設備工事」、
「建築一式工事」、「解体工事」は、協定締結の有無により評価する。

【適用工事】
・土木工事及び建築系工事の全ての工種

【証明書類】
・協定書の写し
・団体の証明書（技術資料様式６－２、加入団体が協定を締結している場合）

［注意点］
① 発注者（発注土木事務所長）との協定の場合は協定書の写しの添付は不要とする。
② 加入する団体が協定を締結している場合は、団体が記載した証明期間と協定書の期間が一致していること。

※ただし、協定期間の途中から防災協定に基づき、その防災活動に従事する者となった場合は、別途発注者に相談すること。

③ 団体の証明書の誤記、押印漏れ等があるので、確認のうえ提出する。
④ 特に３月に公告して４月に開札する案件は、開札予定日と協定期間の整合に注意する。

［不備事例］
 開札予定日現在で有効でない防災協定を記載している。
 発注者以外との協定を記載したが、協定書の写しを提出していない。
 評価対象外の防災協定の写しを提出している。
 団体の証明書を提出していない。
 団体の証明書に証明日を記載していない。

総合評価落札方式（試行）ガイドライン【発注者用】：目次６

５．評価項目について



■評価項目（地域・社会貢献度）

○ 県内企業の活用

【評価基準等】
・対象金額：請負代金額５百万円以上となる全ての建設工事の下請負人（2次下請以降も含む）が対象

【適用工事】
・土木工事及び建築系工事の全ての工種

【証明書類】不要

［注意点］
① 県内企業とは大分県内に建設業法上の主たる営業所（本店）を有する企業とする。

県外に主たる営業所（本店）があり、県内に支店、営業所がある企業は、ここでの県内企業ではない。
② 県内業者が、全て自社施工する場合も評価対象となる。
③ 履行できなかった場合は、指名停止措置等を行う。
④ 特定の工種で施工能力がある企業が県内に不在の場合は、公告に例示して適用除外としている。

※総合評価落札方式（試行）ガイドライン「近年の適用外工種の例」を記載

総合評価落札方式（試行）ガイドライン【発注者用】：目次６

５．評価項目について



■評価項目（地域・社会貢献度）

○ 特定工事（業務）の受注実績［選択］

【評価基準等】
・対象期間：過去２年間の特定工事（業務）の受注実績

※過去２年度間に完了した特定工事（業務）が対象

・対象金額：指定された全ての特定工事（業務）の受注実績
・対象区分：発注者が指定した特定工事（業務）の受注実績

の件数に応じて評価

【適用工事】
・一般土木工事

※施工箇所を所管する土木事務所の管内で完了した特定工事（業務）がある場合に評価項目に設定

【証明書類】不要

［不備事例等］
・評価項目に設定すべき工事に漏れがあった。

※ 落札決定者へ影響する可能性があるため、十分に注意すること。

○ ボランティア活動［選択］

【評価基準等】
・対象区分：過去１年間に高齢化集落応援隊の活動実績がある場合に評価

【適用工事】
・一般土木工事

※土木建築部では原則、適用していない。

総合評価落札方式（試行）ガイドライン【発注者用】：目次６

５．評価項目について



■評価項目

○ 同種工事区分

・ 企業の「同種工事の施工実績」及び、配置予定技術者の「同種工事の施工経験」の評価項目の対象
となる同種工事は、発注工種等から該当する区分を選定
※ 同種工事の留意事項に注意すること。

総合評価落札方式（試行）ガイドライン【発注者用】：目次５

５．評価項目について



６．前年度からの変更点

技術資料の確認の際に要注意

土木建築部は、原則、適用外



７．技術資料の各種様式について

■技術資料の各種様式

提出する技術資料は下記のとおり

内 容

【参考】
要件設定型

一般競争入札
（事後審査型）

総合評価

実績タイプ計画タイプ

評価項目における提出様式と添付資料の一覧別記様式1別記様式1別記様式1

様式名

施工計画に関する技術的所見（技術提案）技術資料様式2施工計画

競争参加資格と評価に関する様式別記様式2技術資料様式3技術資料様式3

企 業 〃（JVの場合のその他構成員）（技術資料様式3-2）（技術資料様式3-2）

過去の工事成績評定点（平均値）技術資料様式4技術資料様式4

競争参加資格と評価に関する様式別記様式3技術資料様式5技術資料様式5

技術者 〃（JVの場合のその他構成員）（別記様式3-2）（技術資料様式5-1）（技術資料様式5-1）

技能者（建設ﾏｽﾀｰ･登録基幹技能者）の活用計画書技術資料様式5-2技術資料様式5-2

防災協定締結状況技術資料様式6技術資料様式6

地域・
社 会
貢献度

〃技術資料様式6-2技術資料様式6-2

ボランティア活動実績 ※原則、適用しない技術資料様式7技術資料様式7

県内企業の活用計画技術資料様式8技術資料様式8

自己採点表技術資料様式12



■技術資料の各種様式作成における注意点・チェックポイント

○ 別記様式1：「競争参加資格証明資料及び技術資料の提出について」

① 記入が必須
※紙で提出する場合は代表者印が必要となる。

② 資格等の確認は｢監理技術者証｣でも可。

７．技術資料の各種様式について



■技術資料の各種様式作成における注意点・チェックポイント

○ 別記様式1：「競争参加資格証明資料及び技術資料の提出について」

③ 開札予定日現在で有効な経営規模等評価結果通知書の写しを添付する。
※ 合併等に該当しない大分県知事許可の者かつ、所在地変更のない者は、総合評定値通知書の写しの添付を省略できる。
※ 大分県内に本店を有していても、国土交通省大臣許可の者であれば、「・合併等に該当しない大分県知事許可かつ、

所在地変更がないため添付省略」は、選択不可であるため、注意すること。

④ 開札予定日現在で有効な経営規模等評価結果通知書の写しを添付する。
※合併等に該当しない大分県知事許可の者は、総合評定値通知書の写しの添付を省略できる。

⑤ 必要な様式が提出されていない場合は、競争参加資格がないものとして取り扱うため、注意すること。

③

④

⑤

７．技術資料の各種様式について



■技術資料の各種様式作成における注意点・チェックポイント

○ 技術資料様式２：「施工計画に関する技術的所見」

① 赤枠内の記載は削除不可。

② （タイトル）に文字制限なし。

③ ４００時以内で記載すること。
・①②③④は文字数にカウントしない。
・全角、半角でも１文字とカウントする。
・記号(㎝、㎥等)は１文字としてカウントする。

※②③については、提案項目(１)～(５)すべてに該当

①

②

③

［共通の注意事項］
・文字の修飾（着色、太字、下線等）を行っても構わない。（ただし、文字サイズや印刷字の文字切れに注意すること。）
・行幅、列幅、行間幅の変更を行っても構わない。（ただし、印刷時の文字切れや印刷枚数に注意すること。）
・印刷時の拡大／縮小の倍率、余白の設定は任意に設定しても構わない。（ただし、印刷自の文字切れや印刷枚数に注意すること。）
・縮小印刷など文字サイズが１０ポイント以下となっても構わない。（ただし、作成時は１０ポイントで作成すること。）

７．技術資料の各種様式について



■技術資料の各種様式作成における注意点・チェックポイント

○ 技術資料様式３：「企業に対する競争参加資格及び評価等」

① 対象期間は公告等で確認してください。
※工期の始期が対象以前でも、対象期間

以降に履行していれば、対象となる。

７．技術資料の各種様式について



■技術資料の各種様式作成における注意点・チェックポイント

○ 技術資料様式３：「企業に対する競争参加資格及び評価等」

② 必要な様式が提出されていない場合は、
競争参加資格がないものとして取り扱うため、
注意すること。

③ 原則、証明資料が必要となる。
入札公告の｢別添 技術資料等作成における注意事項｣に
記載の証明資料を添付する。

７．技術資料の各種様式について



■技術資料の各種様式作成における注意点・チェックポイント

○ 技術資料様式４：「過去４年間の工事成績評定点（平均値） 」

［共通の注意事項］
・ 発注者へ事前に確認が可能。
・ 応急工事及び発注者から評価対象外と通知された工事は対象外となる。
・ 土木一式工事は請負代金額3,500万円以上に限る。

７．技術資料の各種様式について



■技術資料の各種様式作成における注意点・チェックポイント

○ 技術資料様式５：「配置予定技術者に対する競争参加資格及び評価等」

① 対象期間は公告等で確認してください。
※工期の始期が対象以前でも、対象期間

以降に履行していれば、対象となる。

② 評価対象工事について、技術者の途中交代がある場合や
工場製作を含む工事である場合は、注意してください。

７．技術資料の各種様式について



■技術資料の各種様式作成における注意点・チェックポイント

○ 技術資料様式５：「配置予定技術者に対する競争参加資格及び評価等」

③ 評価対象工事において、
工場製作を含む工事である場合は
注意すること。

④ 下記の点を注意すること。
・主任（監理）技術者、専任特例の適用をうける主任（監理）技術者として従事した公告案件と同じ評価工種区分の受賞工事が対象となる。
・現場代理人又は監理技術者補佐としての従事したものは対象外となる。
・過去の所属企業における受賞歴も対象となる。
・評価対象工事において、工場製作を含む工事である場合は注意すること。

⑤ 取組があっても、有無のチェックが無ければ評価しない。

③

④

⑤

７．技術資料の各種様式について



■技術資料の各種様式作成における注意点・チェックポイント

○ 技術資料様式５：「配置予定技術者に対する競争参加資格及び評価等」

【配置予定技術者を複数の候補技術者を記載した場合】
・証明資料（技術資料）：技術者毎に必要
・評価方法：以下の手順により評価する。

（１）技術者毎に、評価項目（「技能者（建設マスター・登録基幹技能者）の活用計画」
を除く、配置予定技術者の能力）の合計点を算出する。

（２）各技術者の合計点を比較する。
（３）各技術者の合計点の最も低い者の点数を採用する。

［注意点］
・ 候補技術者のすべてが配置予定技術者として認めらない場合は、入札無効とする。
・ 候補技術者の中に競争入札参加資格が確認できない者を記載している場合は、「技能者（建設マス

ター・登録基幹技能者）の活用計画」を除く、配置予定技術者の能力は評価点0点とする。

７．技術資料の各種様式について



■技術資料の各種様式作成における注意点・チェックポイント

○ 技術資料様式５：「配置予定技術者に対する競争参加資格及び評価等」

【工場製作を含む工事である場合】
・様式に「配置予定の工程」が表示される

［注意点］
・ 評価対象とするのは、「現地施工のみ」または「工場製作・現地施工両方」に記入がある技術者とする。
・ 技術者の配置期間が未記入の場合は、「工場製作期間中に配置する技術者」として取り扱う。
・ 以下のいずれかの項目に該当する場合は、競争入札参加資格を満たしていないものとし、入札無効とする。

（１）配置予定技術者を１名記載した場合で、以下のいずれかの項目に該当
ア 「工場製作・現地施工両方」が未記入かつ、「工場製作のみ」又は「現地施工のみ」も未記入
イ 公告に掲げる要件を満たしていない（満たしていることが確認できない場合を含む）

（２）配置予定技術者を複数名記載した場合に以下の全ての項目に該当
ア 全ての「工場製作のみ」に配置する技術者が公告に掲げる要件を満たしていない、又は、全ての「現地施工のみ」に配置す

る技術者が公告に掲げる要件を満たしていない
イ 全ての「工場製作・現地施工両方」に配置する技術者が公告に掲げる要件を満たしていない
※要件を満たしていることが確認できない場合を含む

７．技術資料の各種様式について



■技術資料の各種様式作成における注意点・チェックポイント

○ 技術資料様式５－２：「技能者（建設マスター・登録基幹技能者）の活用計画書」

７．技術資料の各種様式について

建設マスターは、「職種」が正しいか国土交通省ＨＰ等
により確認が必要
※「工種」や「業種」が該当するか悩ましい場合は、発注機関に

 確認を行うこと。

（参考） 優秀施工者国土交通大臣顕彰 被顕彰者一覧



■技術資料の各種様式作成における注意点・チェックポイント

○ 技術資料様式６ ：「防災協定締結状況確認書」
技術資料様式６－２：「証明書」

③

① 協定があっても、有無のチェックが
無ければ評価しない。

③ 協定書との期間と一致していること。

④ 必ず記載すること。

⑤ 押印がない場合、
評価しない。

７．技術資料の各種様式について

② 省略している場合、協定書の名簿等に
記載があるか確認すること。



■技術資料の各種様式作成における注意点・チェックポイント

○ 技術資料様式８：「県内企業の活用計画」

７．技術資料の各種様式について



■技術資料の各種様式作成における注意点・チェックポイント

○ 技術資料様式１２：「自己採点表（試行用）」

７．技術資料の各種様式について

「自己採点」と「評価結果」が異なる場合は、下記のとおり取り扱う。

① 過大評価の場合（例：自己採点1.0点、評価結果0.5点）
⇒「０.0点」とする

② 過少評価の場合（例：自己採点0.5点、評価結果1.0点）
⇒「0.5点」とする。



■技術資料の各種様式作成における注意点・チェックポイント

【選択ＪＶ制を適用した案件で、ＪＶで入札した場合】
・証明資料：原則、構成員毎に技術資料を作成
・評価方法：以下の手順により評価する。

（１）各評価項目を構成員毎に評価する。
（２）各評価項目で各構成員の評価点を比較する。
（３）各評価項目で各構成員の高い方の評価点を採用し、その合計を評価点とする。
（４）ただし、技術者の評価点は、各構成員の技術者（１人）の合計点で比較し、

合計点が高い方で評価する。

［注意点］
・ 入札無効の取扱いは各評価項目の注意点を参照のこと。
・ 各構成員が複数の候補技術者を記載した場合（ＪＶの１構成員が２名以上技術者を記載した場合）は、

その構成員の中で「配置予定技術者を複数の候補技術者を記載した場合の評価」により評価し、
その構成員の配置予定技術者の能力とする。その後に、上記「評価方法（４）」により評価する。

【共通事項】
「５．評価項目について」、「６．技術資料の各種様式について」で記載している注意点などは、
公告や各様式に記載されている。

［記載されている主な箇所］
・「競争入札に参加する者に必要な資格に関する事項」の注意事項
・「技術資料等の作成等」の留意点、注意事項
・「技術資料等作成における注意事項」
・「別記様式１」、その他「各技術資料様式」の注意事項

７．技術資料の各種様式について



８．技術提案等の評価結果の開示について

【対応する機関】

・施工計画等評価タイプ（計画タイプ）
⇒ 公共工事入札管理室

・施工実績等評価タイプ（実績タイプ）
⇒ 各発注機関

［注意点］
・開示期間は落札決定後～次年度末まで



■不履行となる場合の対応

・履行が困難となる可能性がある場合、発注機関に報告を行うこと。

［措置となる例］

○ 主任（監理）技術者の能力（技術者が交代となった場合）
・加算点が入札時と同等以上 ⇒ 措置なし
・ 〃 同等未満 ⇒ 措置あり ※ただし、死亡、傷病又は被災による交代の場合は措置なし

○ 県内企業の活用
・施工体制台帳等から県外企業（請負代金額500万円以上）が確認された場合、「別表１ 評価基準等」

の留意事項に記載されている適用外の工種である ⇒ 措置なし
・ 〃 適用外の工種でない ⇒ 措置あり

【別表１ 評価基準等 留意事項（例）】

※適用外の工種が記載されている

９．技術提案等の履行確認について



１０．「災害」にともなう総合評価方式の特例措置について

（例）
■「災害」にともなう総合評価方式の特例措置とは

・被災箇所における早期の工事着手を目的として
発注方式等の変更を行うもの

※ 特例措置が講じられた場合、大分県公共工事入札管理室ＨＰ等にて
お知らせします。

［注意点］
・通知毎で対象となる災害、工種、発注機関（土木事務所）

等が異なるため、適用可能か確認を行うこと。


